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各   位 
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 執 行 役 員 
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 寺 坂   淳 
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「内部統制システム構築の基本方針」の一部改訂のお知らせ 
 

 

当社は、平成 27年 5月 20日開催の取締役会において、「内部統制システム構築の基本方

針」を一部改訂することを決議いたしましたので、下記の通り改定後の内容をお知らせい

たします。 

 

記 

 

内部統制システム構築の基本方針 

 

1. 当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制 

 ① 取締役会を定期的に開催して、取締役が相互に職務執行の法令・定款の適合性を

監視するための十分な体制を構築する。 

 ② 企業理念、「コンプライアンス・リスク管理規程」を定め、これに基づいて、当社

及び当社子会社の取締役及び使用人が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をす

る。 

 ③ 事業部門及び管理部門とは独立したコンプライアンス推進部を置き、当社及び当

社子会社の全社的な管理をおこない、その結果を当社の取締役会へ報告する。 

 ④ コンプライアンス体制の強化を図るため、コンプライアンス推進部直轄の組織で

ある内部監査室による監査及び「内部通報規程」に基づき、当社及び当社子会社に

おける法令違反行為、社内規則違反行為等を通報し、コンプライアンス・リスク管

理委員会でその調査をおこない、迅速かつ適切な対応をするとともに、内部統制上

の問題の是正及び予防に努める。 

 ⑤ 当社及び当社子会社の社内で発生する事故をレベル別に管理し、緊急連絡網に則

り迅速に対応する。 

 ⑥ 財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法及び関係法令並びに東京証

券取引所規則との適合性を確保するため、内部統制委員会を設け、その結果を評価

し取締役会に報告する。 
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2.  取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 「文書管理規程」に基づき、取締役の職務の執行に係る情報を文書又は電磁的媒体に

記録し、保存する。取締役及び監査役は常時当社及び当社子会社のこれらの文章等を

閲覧できる。 

その他重要な内部情報等については、「機密管理規程」に基づき、管理をおこなう。 

  

3. 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 ① 「コンプライアンス・リスク管理規程」に基づき、当社及び当社子会社における

業務遂行を阻害する損失の危険を予防し、企業価値の保全を図る。 

 ② 取締役会は各事業における施設、品質、情報セキュリティ等、経営に関わるリス

ク管理を統括する。取締役会は、全社的にリスクを評価して対応を決定し、統制す

べきリスクごとに責任部署を明確化して効果的な統制活動をおこなう。 

 ③ 経営に重大な影響を与えると思われる事態が発生した場合（危機時）、取締役会は、

取締役の中から対策責任者を任命し、対応を指揮するとともに、その状況を適宜取

締役会に報告する。その他、臨機応変に対応することができるようにするため、予

め、リスク管理レベル及び緊急連絡網を整備し周知する。 

  

4. 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保する

ための体制 

 ① 取締役会は、会議を開催して、環境変化に対応した当社及び当社子会社の将来ビ

ジョンと経営計画を策定し、中期経営計画を具現化するため、毎期、業績目標を設

定して全社に周知徹底する。当社及び当社子会社の設備投資、新規案件については、

中期経営計画の目標達成への貢献を基準に、その優先順位を決定する。同時に当社

及び当社子会社に係る効率的な人的配分をおこなう。 

 ② 取締役会は、会議を開催して、当社及び当社子会社の月次の業績及び目標に対す

る評価・分析をおこない、必要に応じて対策をおこなう。 

 ③ 経営と執行を効率的におこなうため、執行役員制度を導入するとともに、有効な

「職務権限規程」・「稟議決裁規程」を定め、業務執行組織を運営する。 

 ④ 取締役会からの独立性を確保しつつ企業経営に関するアドバイザリーボードとし

ての特別委員会を設置する。 

 ⑤ 経営の迅速化と機動性を確保するため、ITの活用体制を整備する。 

  

5. 当社及び当社子会社における業務の適正を確保するための体制 

 ① 当社及び当社子会社の事業経営・管理については、「関係会社管理規程」に基づい

て、各社の経営成績及び財務の状況を確認するとともに、業務の適法性、妥当性及

びリスク管理などの状況を把握する。また、関係会社の重要事項については、機関

決定する前に、当社の取締役会の承認を得るものとする。 

 ② 内部監査室は当社及び当社子会社に対する監査を実施し、その結果を代表取締役

に報告する。 

 ③ 当社は、当社及び当社子会社全体にとって重要な事項については、当社子会社か

ら適切に報告を受けるべく、当社子会社の規模等に応じて当社への報告の手続・内

容等を定める諸規定を設け、かつ、担当部署を設置して適切な指導・助言を行う。 

  

6. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する事項及びその独立性に関する事項 

 当社は監査役の求めに応じてその職務を補助するための従業員（以下「補助使用人」

という。）を任命する。その任命にあたっては取締役からの独立性を確保するため、監
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査役と事前に協議をおこなう。 

  

7. 監査役が補助使用人を置くことを求めた場合における、監査役の補助使用人に対す

る指示の実行性の確保に関する事項 

 監査役会は、補助使用人の人事異動について、事前に人事担当役員より報告を受け

るとともに、必要がある場合には理由を付してその変更を人事担当役員に申し入れる

ことができる。また、補助使用人を懲戒に処する場合には人事担当役員は予め監査役

会の承諾を得る。加えて、補助使用人はその業務を執行するに当たって、監査役の指

揮・命令に服する。 

  

8. 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関す

る体制 

 ① 当社及び当社子会社の取締役は監査役に対して、取締役会等の重要な会議におけ

る決定事項、法定事項のほか、コンプライアンス等の内容を随時報告する。 

 ② 当社及び当社子会社の取締役及び使用人は、監査役に対して、法定及び規程に定

められた事項に加え、当社及び当社グループに重大な影響を及ぼす事項、監査役か

ら報告を求められた事項について速やかに当社監査役又は監査役会に報告する。 

 ③ 内部監査室は、事業部門及び管理部門とは独立したコンプライアンス推進部直轄

の組織として、内部統制の観点から、各部門の業務の適法性及び妥当性並びにリス

クの存在の有無について監査を実施し、監査結果を監査役に報告する。 

 ④ 当社及び当社子会社の内部通報事務局は、当社監査役に内部通報の状況について

定期的に報告する。 

 ⑤ 当社及び当社子会社は、上記の報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告

をおこなったことを理由として、不利な取り扱いをおこなうことを禁止する。 

  

9. 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務

の遂行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

 監査役がその職務の執行について、会社に対し、費用の前払い又は償還等の請求を

したときは、当該会社は、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の執行に必要で

ないことを証明できた場合を除き、これを拒むことができない。 

  

10. その他監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制 

 ①  監査役は、あらゆる会議への出席権限を有する。 

 ②  監査役の取締役及び使用人に対する調査・是正権限を具体化する体制を整備す

る。 

 ③ 監査役は、コンプライアンス推進部、事業部門、管理部門との連携を図るととも

に、会計監査人からも会計監査の内容について説明を受け、情報の交換をおこなう

等連携を図る。 

 ④ 監査役が監査の実施にあたり必要と認めるときは、会社は公認会計士、弁護士等

の外部専門家との連携が取れる環境を整備する。 

  

11. 反社会的勢力排除に向けた体制 

  反社会的勢力との関係排除については、社会的責任及び企業防衛から「コンプライ

アンス・リスク管理規程」に明記し、反社会的勢力に対して一切の関係を拒絶すると

ともに、警察、弁護士等の外部専門機関と連携し、組織的に対応をおこなう。 

以 上 
 


